
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
2  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
21

✔  単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に基づいた適正な処理ができなくなる。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

PCB廃棄物は排出者の負担により処理することとなっている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

処理業務、収集運搬業務とも委託により実施しており、それらの契約締結事務や事前打ち合わせ業務、収集運
搬立会い等必要最低限の業務時間であることから、削減の余地はない。

PCB廃棄物は特別管理産業廃棄物であり、処理方法が法的に決められていることから他に手段はない。

コスト
削減 維持 増加

液漏れPCBの処理方針が確定したことから、平成２６年度には清化園衛
生組合排出分のコンデンサを日本環境安全事業株式会社（JESCO）に処
分を委託するよう調整した。
処分費用については清化園衛生組合時に使用していたものを処理するた
め、構成団体であった府中市、国分寺市から処理費用の負担を求めるよ
う調整した。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

処理業者は法律でJESCOのみであり、処理費用も処理工場ごとに一律で料金設定されている。
収集運搬業者はJESCOの入門許可業者に限定されている。そのなかから競争により収集運搬委託を契約して
いることから、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

処理する廃棄物は市所有のPCB廃棄物であり、市の責任の下、適正に処理をしなければならない。
また、処理にあたっては、JESCOに処分委託をすることが法的に決まっているほか、JESCOまでの収集、運搬業
務はJESCOの入門許可証のある業者のみ可能であり、収集運搬委託により実施をしていることから、妥当であ
る。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

PCB廃棄物は処理が法的にJESCOで実施することが決まっているため、委託により実施するほか方法がなく、
事故を起こさないよう厳格に処理が実施されていることから、現行の処理に向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください
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平成25年度
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平成26年度

1

有害なＰＣＢ廃棄物を適正に収集・運搬及び処分する

0

0

0

0

千円

千円

0
人

0

0
0
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

ＰＣＢ廃棄物処理事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物

0

（当初予算)

1

0

1,000

1
（目標値)

200

100% 100%

250

0 0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

処理計画なし。法律に基づく保管状況報告

特別管理産業廃棄物が、適正に処理される。

未処理の液漏れコンデンサ１台はＥＳCO処理作業再開時期が決定次第、実施予定。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法法令根拠

総務課

平　康浩

所属課行政管理部

庶務管財係

0

1,000

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

保管中のＰＣＢ含有コンデンサ

保管中のＰＣＢ含有安定器

適正処理されたPCB含有コンデンサ

適正処理されたPCB含有安定器

0

1,685

0

0

00 0 0
0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

ＰＣＢ廃棄物処分委託実施件数

保管状況報告事務件数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により適正保管・適正処理が義務づけられおり、その処理は、国の監督のもと、
日本環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）が全国５ヵ所にＰＣＢ廃棄物処理施設を設置し、保管事業者から委託を受けて処理業務を行うことが法的に決まっている。東京都内の場合は、ＪＥＳＣ
Ｏ東京事務所（江東区青海３丁目地先中央防波堤内側埋立地内）において処理することとなっている。
26年3月31日現在、国立市は、コンデンサ3台及び安定器を保管しており、これらの処理を行うこととなっている。処理については、委託によりＪＥＳCOにて処分するほか、ＪＥＳＣＯまでの収
集・運搬業務については、ＪＥＳＣＯの入門許可を受けている業者に委託する必要がある。
ただし、現在ＪＥＳCO処理作業が大幅に遅れていることと、一部処理技術が確立されてないことから、処理は進んでいない状況で処理再開時期が決定次第、予算措置等の対応を行う。

千円 0 0 250

差額

（決算）

2,685 0 750

3 まちをつかう

施策21　ごみの発生抑制と再資源化の推進

時間

目標年度 差額
（決算）

0
0
0

250 1,000

0

0
00

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 0

0

1
50

0

150

750

0

750
0

1
200

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 1,000

0

0

00

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -250 -1,000

その他 千円

-1,554 0 -750

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
3  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
21

0 4 0 2 0 2 0 1 3 2 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-335,017 0 5,312

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -327,061 -321,749

その他 千円 908

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 120,000

0
324,361

7,261

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 330,540

千円

うち委託料 千円

-2,000

-10,000

0

-10,000
0

12
24,000

120,000 0

13
26,000

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

130,000 120,000

0

468,362 0 -2,739

3 まちをつかう

施策21　ごみの発生抑制と再資源化の推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市内のごみ収集に関する委託業務。
【ごみ収集委託（臨時収集含む）、粗大ごみ収集委託・分室業務（美化推進含む）委託】

千円 0 0 460,540

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

ごみの収集量

収集稼働日数

ｔ

0

00 0 0 0

348,262

457,801

795

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

人口（２６年度は４月１日時点）他10/1

取り消し件数

ごみ減量課

村山　幸浩

所属課生活環境部

清掃係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
廃棄物処理及び清掃に関する法律法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

ごみ・粗大ごみ収集業務、清掃分室業務（美化推進）を実施。

ＥＰＲを柱としてごみの発生が抑制され、また、ごみが適正に処理され、環境負荷の少ない循環型社会が築かれる。

ごみ・粗大ごみ収集業務、清掃分室業務（美化推進）を実施予定。

（決算）
単位

12
（目標値)

24,000

71% 70%

130,000

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ごみの排出者。

0

（当初予算)

0

120,000

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

ごみの総排出量（集団回収含む）１人/
日

千円
0

ごみ収集事業

千円

平成24年度

ｇ

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

330,461
322,497

79

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

258

市内の美化を推進し、清潔に保つことができる。

18,174 18,00018,014

256 257

74303

337,801

平成25年度

0

平成23年度
（決算）

100

0

0

335,725

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0

1,864
-79

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

72%

総資源化量（集団回収含む）

0

7,340

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

日

件

✔

74,627 74,508

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

337,801 348,362 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

132,571 135,257 132,403 2,686

942 -113
0

0 2,573

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 133,479 136,052 133,345

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第４条第１項に市町村がその区域内の〝一般廃棄物の適正な処理に
必要な措置を講ずるよう努める〝とされており、現在、委託等により実施しているところである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

安定して収集しているため、特に向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

市民生活の安定と充実の維持。

家庭ごみ有料化

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

将来的に市民・ボランティア団体の協力による事業費の削減は考えられると思う。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

清掃事業は市民生活に密着しており、見直し・変更をした場合には、大き
な影響を及ぼすと思われ。十分な検討が必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

現在の税負担による制度だと、多量に排出する者と減量やリサイクルを心がけ少量しか排出していな者が、処
理費用の面で同額の負担となっている。減量やリサイクルに努めている排出者が報われるような制度が必要だと
考えている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

委託可能な部分は民間業者に委託している。

清掃事業に類似する事業はないと思はれる。

×

家庭ごみの有料化が実施できれば、公平な受益者負担の実現が図れる。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

家庭ごみ有料化を実施する場合は、説明会等を開催しより多くの市民の理解を得る必要がある。

清掃事業は市民生活に直結するものであり、廃止は考えられない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
4  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
21

0 4 0 2 0 1
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

循環型社会の構築を目指すためには、市民・行政が一体となり取り組む必要があるため、現状報告及び新たな施策展開の情報を随時発信することで
成果の向上を図る。

ごみの処理には多額の費用を必要とし、適正に処理されなければ、環境への負荷も大きく、市民生活への悪
影響及び混乱を招く。

×

ごみの排出量の減量化を進め、廃棄物処理に係る経費削減及び処理施設への負荷軽減を図るために、廃棄物の
発生抑制、資源の再使用及びリサイクルを更に推進する。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

【受益者の受益機会の公平性】
市民が排出するごみの処理等を実施しているため、受益機会は公平である。
【費用負担の公平性】
市税等が財源となり事業運営を実施しているで、費用負担は公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

各事業を最少人数の職員で対応するなかで、一部の事業内容を外部委託又は臨時職員への振り分けを行って
いるため、これ以上の業務時間の削減は困難である。

一般廃棄物の処理は、市町村の責務であることから、その減量化・資源化については、市町村が中心となって
主体的に取り組みを進める必要がある。

コスト
削減 維持 増加

ごみの排出量の減量化及び分別の意義をこれまでよりもっと浸透させる
ため、新たな施策を講じる中で成果を高めることが必要と思われる。
また、清掃工場も竣工から年数が経過しているため、修繕経費等を縮小
するためには、一層の安定的な減量化・資源化を図る必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

ごみの分別を徹底、新たな再資源化方法の確立により、ごみの排出量を減少させることで抑えることで焼却処分に係る経費が大きな負担となっているた
め、今後は更に排出量を減らす施策を講じる必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

ごみの減量化施策及び分別の見直し等で廃棄物(可燃ごみ)を減らすことにより、一部事務組合（多摩川衛生組
合）に支出する負担額の削減が図れる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

一般廃棄物の処理は、市町村の責務であることから、その減量化・資源化については、市町村が中心となって
主体的に取り組みを進める必要がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市民へ廃棄物の排出を減らすための方法及び情報を周知することで質的向上が図れる。
廃棄物の再資源化技術が進歩することにより向上が図れる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

-6,475

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 52,631 46,156 41,187 0

0

26,187 -6,475
0

15,000 15,000 15,000

0

0

0

0

0

0

-334
0

0
-334

千円

73,526 79,674

0 16,289

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

74,265 74,381

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

ｔ

63%

0

-1,088

0

#DIV/0!

物件費
6,907
-5

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

-3,424128

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

17,696

0

0

57,942

172

74,303

0

73,526

平成25年度

17,976

0

21,40021,104 21,276

75,000

平成26年度

廃棄物の発生抑制及び再資源化の推進を図る。

21,404

16,289

0

千円

千円

0
人

0

74,614
46,224

5

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

ごみ減量等推進事業

千円

平成24年度

ｔ

平成22年度

人

0

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

埋め立て量

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市民

0

（当初予算)

-4

13,750

11
（目標値)

2,750

50% 55%

13,750

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①各団体への会議等の参加及び情報提供。②審議会を開催し施策・事業に反映させた。③回収したごみを各資源化及びリサイクル事業に活用した。④市民にごみの減量に関する情報提
供及び助成事業を実施した。

ＥＰＲを柱としてごみの発生が抑制され、また、ごみが適正に処理され、環境負荷の少ない循環型社会が築かれる。

平成25年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
廃棄物の処理及び清掃に関する法律　他法令根拠

ゴミ減量課

村山　幸浩

所属課生活環境部

清掃係

0

103,231

31,156

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

人口

排出量の減少量

0

79,674

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

廃棄物の排出量 ｔ

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市民が快適で住み良い循環型社会を形成していくため、各事業に取り組むことで、ごみの発生抑制・再資源化・再利用(３Ｒ)の推進を図っていく。
①全国都市清掃会議参画、三多摩清掃施設参画事業
　⇒　関係団体への参画により情報の提供・各種要望事項の提出を行う
②ごみ問題審議会運営事業
　⇒　廃棄物行政に係る施策に関して、市民等の意見を反映させる
③可燃ごみ資源化事業、ごみ再生・処分事業、プラスチック類再資源化事業、家具・自転車等リサイクル事業
　⇒　回収したごみを更に分別し、再資源化及びリサイクルを行う
④ごみ減量・分別ＰＲ事業、、生ごみ助成事業、資源回収奨励金交付事業
　⇒　ごみ減量に関する情報の発信・助成金等の交付により、個々の意識向上や行動変革を促す

千円 0 0 104,658

差額

（決算）

111,120 0 -1,427

3 まちをつかう

施策21　ごみの発生抑制と再資源化の推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

13,750 13,750

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

13,750 0

11
2,750 0

0

0

0
0

11
2,750

17,696

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 74,619

千円

うち委託料 千円

-1,093

物に係るコ
スト

0
00 0

0 13,750

15,955

0
53,131

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

37,631

その他

延べ業務時間

千円

千円

15,955

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -52,027 -57,075

その他 千円

-69,933 0 -5,048

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
5  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
21

0 1 0 4 0 2 0 1 3 3 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-374,232 0 141,002

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

411,982

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -514,484 -373,482

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 1,500

411,982

0

物に係るコ
スト

0
00 0

412,732

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

3
300

1,500 0

3
300

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,500 1,500

0

414,232 0 -141,002

3 まちをつかう

施策21　ごみの発生抑制と再資源化の推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
 可燃ごみ等の衛生的な処理（焼却）を行うため、稲城市・狛江市・府中市とともに一部事務組合を構成し、清掃工場の共同運営を行う。
＜事務＞負担金支払い事務、管理職議会等出席、搬入量等データ管理事務
＜予算＞負担金

千円 0 0 554,484

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

可燃ごみ排出量 ｔ

0

00 0 0 0

413,482

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

可燃ごみ排出量

可燃ごみ排出量

ごみ減量課

村山　幸浩

所属課生活環境部

清掃係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
廃棄物の処理及び清掃に関する法律法令根拠

平成11

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

可燃ごみ等の衛生的な処理（焼却）を行うため、稲城市・狛江市・府中市とともに清掃工場の共同運営を行う。

 ＥＰＲを柱としてごみの発生が抑制され、また、ごみが適正に処理され、 環境負荷の少ない循環型社会が築かれる。

前年度と同様

（決算）
単位

3
（目標値)

300

93% 90%

1,500

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

国立市

0

（当初予算)

16,100

1,500

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

減量した量

千円
0

多摩川衛生組合共同運営事業

千円

平成24年度

ｔ

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

△149

（決算）（Ａ）

552,984

0

千円

千円

0
人

平成26年度

　市民の衛生的な住環境の維持ができる。

16,149

△152

16,10016,301

16,100

△49

平成25年度

16,301

平成23年度
（決算）

412,732

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

16,149

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

90%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

ｔ

ｔ

✔

16,301 16,149

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 552,984

千円

0 0 0

0

0

0

0

-141,002
0

0
-141,002

40,000 40,000 40,000

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 40,000 40,000 40,000

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市民の衛生的な生活の基盤である、一般廃棄物の中間処理施設として現在の技術水準で求められる最も有効
な処理を行っている。一般廃棄物の処理に関しては市町村が処理することと定められている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

ごみ減量施策の向上が進んだ場合に、搬入量に応じた負担金の軽減と環境負荷の軽減も同時に図れる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

多摩川衛生組合の施設の安定稼動と適正な組合運営のため、組合議会、構成市運営協議会との良好な連携強化を図る必要があろ。

清掃工場への可燃ごみの搬入量により負担金額にも反映するため、今後もごみの排出量の減少化を継続的に図る。
また、同組合の施設は平成１０年３月から稼働しているため経年劣化に伴う施設の維持管理費用が増加傾向にあり、今後は大規模改修や建替え等の
協議も行われる中で負担金額が最小限の支出になるように構成市間の連携強化を図る。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

可燃ごみ処理に関しては、多摩川衛生組合とその構成市との共同事業であり、この事業の国立市単独での統
廃合や連携は難しい

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

多摩川衛生組合の施設の安定稼動と適正な組合運営のため、組合議会、構成市運営協議会との良好な連携強化を図っていき、住民へ説明責任を果
たせるように、多摩川衛生組合の運営に構成市として積極的に関わる。

国立市から排出される一般廃棄物処理を他の方法とする場合の市民生活への影響は計り知れない。仮に新
たな清掃工場等の建設などは近隣団体の状況からみるとかなり困難である。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
6  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
21

0 4 0 2 0 2 1 3 3 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-82,654 0 -2,944

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

130,459

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -97,715 -100,659

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 200

130,459

0

物に係るコ
スト

0
00 0

112,654

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

0 0

1
40

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

200 200

0

112,654 0 2,944

3 まちをつかう

施策21　ごみの発生抑制と再資源化の推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
東京たま広域資源循環組合は、25市１町の自治体で構成し、焼却後の焼却灰や不燃ごみを日の出町に所在する二ツ塚処分場・谷戸沢処分場への埋め立てに関する管理・運営等を行っ
ている。
国立市では、同循環組合に対して負担金を支出している。
（予算内訳）負担金

千円 0 0 127,715

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

0

00 0 0 0

130,659

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

ゴミ減量課

村山　幸浩

所属課生活環境部

清掃係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
廃棄物の処理及び清掃に関する法律法令根拠

昭和55

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

23年度「埋め立てゼロ」に到達。

●ＥＰＲを柱としてごみの発生が抑制され、また、ごみが適正に処理され、環境負荷の少ない循環型社会が築かれる。

前年度と同様

（決算）
単位

1
（目標値)

40

77% 77%

200

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

国立市（多摩川衛生組合）

0

（当初予算)

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

東京たま広域資源循環組合への搬入量

千円
0

東京たま広域資源循環組合共同運営事業

千円

平成24年度

ｔ

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

0

（決算）（Ａ）

127,515

0

千円

千円

0
人

平成26年度

最終処分場（二ツ塚処分場・谷戸沢処分場）の延命が図れる。

0 0

平成25年度平成23年度
（決算）

112,654

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

73%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 127,515

千円

0 0 0

0

0

0

0

2,944
0

0
2,944

30,000 30,000 30,000

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 30,000 30,000 30,000

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく、地方自治体の固有事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

限りある処分場であるため、さらなるごみ減量と資源化を図る必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

処分場の管理・運営は、市民サービスの面から必要不可欠であり、今後も適正に事業遂行を図る。

二ツ塚処分場の埋め立てが不可能となり、新たな処分場建設が必要となった場合には見直しを行うこととなる。

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

循環組合が定めた負担金であるため削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

２５市１町で構成している循環組合であり、公平な運営を行っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

職員１人での事業費であるため削減余地はない。

２５市１町で構成している組合であり、類似事業はない。

×

現状を維持するなかで、処分場の安全な管理運定と埋立量ゼロを目指すために、市民に対して　発生抑制等の啓
発を行う。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

ごみの処分後に発生する焼却灰や不燃物の最終処分であり、市民の生活に直結するため公益の観点からは
多大な影響がある。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
7  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
21

0 4 0 2 0 2 0 1 0 5 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-3,290 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -3,290 -3,290 -3,290 -3,290

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

3,290 3,290

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

4
658

3,290 0

4
658

4
658

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

3,290 3,290

0

3,290 0 0

3 まちをつかう

施策21　ごみの発生抑制と再資源化の推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
・国立市における廃棄物等の発生の抑制、循環的な利用の促進及び適正な処分の確保に関する条例第60条及び69条、同条例施行規則第38及び第40条、51条に基づき、一般廃棄物を
収集運搬及び処分、浄化槽清掃業の許可をするために毎年度3月頃に許可申請審査事務を行っている。この許可は、翌年度まで(2年間）有効で、申請業者は、手数料が１万円かかる。
・国立市における廃棄物等の発生の抑制、循環的な利用の促進及び適正な処分の確保関する条例第54条、55条、56条により、占有者又は事業者から廃棄物等処理手数料を同条例施行
規則第２７及び第３１条、３２条に基づき徴収し33条により市内取扱所26店舗により収納事務委託をしている。
・占有者又は事業者が粗大ごみ又は事業者が事業系ごみを排出する場合は、粗大ごみ処理券及び有料ごみ処理袋の販売に係る収納事務を取扱所に委託してい る。
  （手　順）
　・納入通知書発行事務　・収納事務の委託契約締結事務　・歳入に係る収納管理事務
　・粗大ごみ処理券及び事業系有料ごみ処理袋管理事務

千円 3,290 3,290 3,290

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

許可申請業者数（更新許可数）

収納事務委託先(取扱店）

件

0

00 0 0 0

3,290

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

一般廃棄物収集運搬及び、処分業者浄
化槽清掃業許可
収納事務取扱店

更新許可数

取扱店

ごみ減量課

村山　幸浩

所属課生活環境部

清掃係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
廃棄物の処理及び清掃に関する法律国立市における廃棄物の発生抑制、循環的な利用の促進及び適正な処分の確保に関する条例第６０条第１項法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・事業者から許可申請を受け付け手数料1万円を収納する。（新規は随時、更新は3月中に受付ける。）新規は減量施策のない業者は受け付けない。
・許可基準を満たすか(犯歴照会等）審査を行い、結果を通知する（約1週間）。許可更新は２５社。
・取扱店の委託内容改善

ＥＰＲを柱としてごみの発生が抑制され、また、ごみが適正に処理され、環境負荷の少ない循環型社会が築かれる。

更予定新は,８社。申請者が許可基準を満たすか審査を行う。

（決算）
単位

4 4
（目標値)

658

100% 100%

3,290

26 26

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

一般廃棄物収集運搬及び処分業者、浄化槽清掃業許可　販売対象は、市民、事業者

32.9

0

（当初予算)

33

3,290

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

一人一日当たりのごみの総排出量
(集団回収含む）

千円
0

一般廃棄物等処理事務

千円

平成24年度

ｇ

平成22年度

千円

658

時間

千円

人

千円

823.5 824.3 830.6

33.8

（決算）（Ａ）

3,290

千円

千円

3,290
人

平成26年度

26

市内事業者等が排出する一般廃棄物の収集運搬及び処分業務が可能になる。許可
基準を満たすことで、適正な収集運搬及び処分を行わせる。市民、事業所から廃棄物
処理手数料を徴収できる。

25

826.5

8

26

10 24 8

10

26 26 26

8

平成25年度

32.8 32.8

36

26 26 26

36 34

平成23年度
（決算）

0

3,290

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

26 26

33

2626

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

総資源化率（集団回収含む）

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

社

社

店

社

✔

24 8 25

26

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

一般廃棄物処理責任は行政にあり、収集運搬及び処分が適切に行われ、処理されているか監督する責任があ
る。その意味では、許可基準を満たすかどうかの審査を、行政が行うことは重要である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

許可数は33社であるが、これ以上の許可は当市の面積、人口、法人数から考えると不要と考えられる。今後、申
請があっても、特別な事情が生じない限りは認めない方向である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

ＥＰＲを柱として、市内から発生するごみの発生抑制が推進されれば、ごみの総量が抑制される。　また、ごみが適正処理され、 環境負荷の少ない循
環型社会が構築できるような方向性を推進すべきである。

欠格条項の身分照会(犯歴照会）を全国各市町村に照会をかけるため、時間がかかるので早めの事務作業で改善する。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

許可審査に関わる職員は、１名で行っており、これ以上の削減は難しい。また、有効期間を2年から3年、4年と延
長することで事業費の削減は可能だが、あまり長期間に渡ると事業者が適切な対応をしなくなる可能性があり、
期限は2年間が限度と思われる。事業所のみであるが、家庭ごみ有料化になれば年間の歳入はおよそ5900万
増と試算されている。早急に家庭ごみ有料化を推進したいが社会情勢の動向を見ながら慎重に進めるべきであ

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

審査基準は一定であり、公平である。受益者負担が原則だと思うが社会情勢の動向を見ながら慎重に進めるべ
きである。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

収納事務委託を外部に委託すべきである。

収納事務委託については、直営より外部に委託したほうが人件費は削減の余地あり

×

欠格条項の身分照会行う為、全国各地に照会をかけるため、時間がかかるので早めの事務作業で改善する。家庭
ごみ有料化事業で収納事務委託の改善を図りたい。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

都道府県市町村の取り消し状況など東京都環境局ＨＰで取り消し情報を確認し、許可業者の適切な業者であるかを把握する。

一般廃棄物の処理が適正に行われず、不法投棄が多発する可能性がある。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
8  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
21

0 4 0 2 0 2 0 1 3 3 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-88,547 0 -37,726

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -69,602 -107,328

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 6,086

3,435
69,595

37,715

物に係るコ
スト

8
112,306 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 83,527

千円

うち委託料 千円

0

11

0

0
0

3
756

6,087 0

1,538

3
756

嘱託職員人件費計（Ｅ） 2,295
時間 1,530

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

3,780 3,780

1,538

0
11

108,547 0 37,726

3 まちをつかう

施策21　ごみの発生抑制と再資源化の推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
・一般家庭から収集した不燃ごみやプラスチック類の選別処理とペットボトル等資源ごみの分別作業実施に伴う施設の維持管理事業

　①月・火曜日の不燃ごみ等の搬入
　②委託業者による分別作業（容器包装プラ・製品プラ・不燃ごみ）
　③破砕行程
　④多摩川衛生組合及び最終処分場への焼却
　⑤ビン・カン・ペットボトルの再資源化用分別処理
　⑥業者引取り
・築2６年を経過し、老朽化による各種機器の維持管理

千円 0 0 89,602

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

作業員数

稼働日数

人

2,307

00 0 0 0

96,142

127,328

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

ごみ搬入量

環境センター施設面積

処理量（年間）

事故件数

ごみ減量課

村山　幸浩

所属課生活環境部

環境センター

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
廃棄物の処理及び清掃に関する法律法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　・容器包装リサイクル協会へプラスチック製容器包装廃棄物・ＰＥＴボトルを提供した。

ＥＰＲを柱としてごみの発生が抑制され、また、ごみが適正に処理され、環境負荷の少ない循環型社会が築かれる。

昨年度と同様に実施する。

（決算）
単位

3
（目標値)

756

78% 84%

6,075

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　・搬入されたごみ
　・環境センター施設

0

（当初予算)

825

1

3,780

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

一日一人当たりのごみ総排出量

千円
0

環境センター管理運営事業

千円

平成24年度

ｇ

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

830.6

79,695
68,757
3,832

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

260

・適正に処理される。
・不具合なく使用できる。

4420

835.7

44204420

260 260

2653

800

117,807

平成25年度

825

平成23年度
（決算）

6,318

0

0

73,383

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

825

838
-397

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

82%

総資源化率

0

38,112

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

ｔ

㎡

日

ｔ

件

✔

2653 2653

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

121,242 102,460 0

0

0

0

0

0
0

0
0

20,000 20,000 20,000

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 20,000 20,000 20,000

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　廃棄物処理法、容器包装リサイクル法等に基づくごみの減量は、行政の重要課題と位置づけている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　市民の排出に対し、市報・HP等で周知強化することで成果の質的向上が図れる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　市民PRを強化し、収集量の削減による収集日の削減見直しによる経費のコストダウン

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

施設等の経年劣化による改修増が見込まれる。
家庭ごみ等の減量化周知強化。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　市内全域にわたり、収集日については公平に実施している。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　現状維持

　業務の大部分を多摩川衛生組合で行うことは可能である。
　ただし、市内に中間処理施設がなく自区内処理方向に反する。

×

　・家庭ごみ等の減量化へのPRの徹底及び効果的な収集改善

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　市民生活に多大な影響あり、市内全域の衛生面低下する。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
9  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
21

0 4 0 2 0 2 0 1 3 2 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-8,886 0 -546

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -11,394 -11,940

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 5,000

746
852

546

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 6,394

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
1,000

5,000 0

1
1,000

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

5,000 5,000

0

8,886 0 546

3 まちをつかう

施策21　ごみの発生抑制と再資源化の推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
粗大ごみとして出された家具や自転車等を収集保管・清掃修理し再利用可能な物とし、又せん定枝・草、不法投棄ごみの収集保管し再資源化を行っている。
事業運営に伴い施設及び備品等の管理を実施している。
・車検と日常点検、６ケ月点検、法定点検（年に１度）を行う。
・車両の整備を行う。
・現在保有している車両、２トントラック（ダンプ・パッカー車）各１台、軽トラック１台（計３台）。
・冷暖房の切り替え（季節に１度）、ボイラーの点検（毎月１度）を行っている。
・警備委託を行っている。

千円 0 0 11,394

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

車両点検回数

冷暖房・ボイラー等点検回数

回

0

00 0 0 0

3,086

11,940

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

清掃分室車両保有台数

清掃分室敷地面積

危険だと指摘された危機数

不具合件数

ごみ減量課

村山幸浩

所属課生活環境部

清掃係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
廃棄物の処理及び清掃に関する法律法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

施設管理及び保有車両の点検修繕。

ＥＰＲを柱としてごみの発生が抑制され、また、ごみが適正に処理され、環境負荷の少ない循環型社会が築かれる。

業務内容は昨年と同様である。

（決算）
単位

1
（目標値)

1,000

100% 100%

5,000

0 0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

清掃分室（施設、保有車両）。

0

（当初予算)

3

5,000

％

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

１日一人当たりのごみの総排出量

千円
0

清掃分室管理運営事業

千円

平成24年度

ｇ

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

5,513
926
881

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

１２回/１台

不具合なく使用できる。

１回/年×３台 １回/年×３台１回/年×３台

１２回/２台 １２回・１０回/２台

3

6,194

平成25年度

1,670

3

平成23年度
（決算）

800

0

0

560

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0

3

1,1271,670

-74
-135

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

総資源化量

0

681

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

台

㎡

回

台

件

✔

3 3

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

6,940 3,886 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

維持管理は民間に委託しているが、市の施設である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状が最良である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

必要不可欠な事業（施設）である。

施設の老朽化により、建て替えが必要になった場合。

現状の機器・車両等をできる限り長く使う。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

平成２２年度より業務委託している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

一部に偏る事業ではない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最小限の時間、職員数であり削減の余地はない。

類似事業はない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市民生活に支障が出る。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
12  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
21

0 7 0 1 0 2 0 1 3 5 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

✔  影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

0 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

50

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -150 -150

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 100

50

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

0
0

0 0

1
20

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

100 100

0

0 0 0

3 まちをつかう

施策21　ごみの発生抑制と再資源化の推進

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　「エコスポット」事業を展開し、これに伴うエコカード等を使用した商店街活性化事業を推進する団体に対し、その安定運営を図るため、その維持費に係る経費の一部を補助。
　年度末に、実績報告、収支決算書を添付し交付申請。審査後、交付決定、補助金支出。

千円 0 0 150

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

エコスポット事業を実施している団体

0

00 0 0 0

150

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

エコスポットを設置している商店会数

エコカードの回収枚数（１～１２月）

エコカードの換金額（１～１２月）

産業振興課

青木　稔

所属課生活環境部

商工観光係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
エコスポット事業補助金交付要綱法令根拠

平成19

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　件数　   1件
　金額　50,000 円

　市民・事業者が、環境負荷の少ない循環型社会を実現する。
　市民・事業者が、ゴミの発生を抑制する。

　補助予定団体が、エコスポット事業を廃止したため、平成26年度から補助金の交付もなくなる。

（決算）
単位

1
（目標値)

20

100% 100%

100

438200 0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　消費者・商店会

0

（当初予算)

0

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

エコスポット助成事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

50

0

千円

千円

0
人

平成26年度

　商店街への集客
　ごみの減量意識の向上
　エコポイントを活用した商店会振興策の実施

1 01

0

平成25年度

832

平成23年度
（決算）

0

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

332800

1314

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

#DIV/0!

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

1 1

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 50

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　たまったポイントを市内商店会で利用できる点から市内商店会の活性化の意味あいが強い。商店会の活性化
は本来市の責務であることから、補助金の交付は市が行うべきものである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　事業廃止のため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　事業を実施していた団体が、貯まったエコポイントの換金費用を負担しており、事業費は支出のみとなっていた。
缶・ペットボトルを売却したり、この事業による収入があれば事業の継続ができた可能性がある。

　事業が廃止されたので補助金の支出はなくなるが、市の缶・ペットボトルの収集量は増える。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　事業廃止のため

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　収入のない事業について、継続を考えるときにどのような形で費用を捻
出するか検討する必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　エコスポットに入れられた缶・ペットボトルを業者が無料で回収しており、市が収集する負担を減らしている
　市民がエコスポットにより貯まったポイントを商店街で使用するため、商店街の振興につながる

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　事業廃止のため

　事業廃止のため

×

　補助予定団体が、エコスポット事業を廃止したため

成
果

向
上

維
持

低
下 ○

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　現在事業を廃止しているが、今までエコスポットに入れられ業者が無料で回収していた缶・ペットボトルが一
般ごみになるため、市で収集するごみ量は増加する。


